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(fragmen ta tion) とその対応としての国際法の「統合J Cintegration) としづ理論的課題に関
して、国際開発金融機関 (Multilateral Development Banks; MDBs) の独立査察制度を主た
る検討対象として取り上げて考察を行ったものである。










































うな第 6 章での問題提起を踏まえて、次の第 7 章では、国際開発金融機関の独立査察制度と他
の多数国間条約に基づく制度との聞の競合ないし重複が生じた具体的事例が考察される。具体
的には、世界銀行インスぺクション・パネルと環境条約に基づく遵守委員会の手続との聞の競
合ないしは重複が、実際にどのようなプロセスを経て調整されし 1かなる結果をもたらしたかが
詳細に分析検討されている。そこでは、独立査察制度と他の制度との競合が問題となる状況に
おいて、制度問の情報共有や実務レベルで、の意思疎通等の柔軟な対応を重視するいわゆる「制
度間協力アプローチ」によって、実際には複数の制度問で調和的な解決が導かれている。しか
し、このような「制度間協力アプローチJ は、法的安定性や予見可能性といった観点からは問
題点を含むものであることが指摘される。「考察の結論と理論的示唆」と題する第 8 章では、
本論文全体の実質的な結論が総括して提示されている。まず、国際開発金融機関における独立
査察制度の国際法上の位置づけは、環境条約における不遵守手続に近い比較的柔軟な制度であ
ると考えられる。しかし、独立査察制度が国際開発金融機関内部の制度であり、開発金融の分
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野を越えて人権や環境といった他の分野の条約の解釈適用を行うこと自体に問題があること
を踏まえると、他の条約の遵守確保制度との競合がある場合には、独立査察制度の側に自制的
な対応が求められる口また、国際法の「断片化」という観点から独立査察制度の意義と限界を
総括した場合、ある制度が他の制度の法規範を独自に解釈適用するだけでは国際法の「断片化」
自体は解消されないこと、また「断片化J を克服するための「制度問調整アプローチJ も、大
枠としての目的を共有し一定程度の柔軟性を持った制度相互間においてのみ有効に機能しう
ることが示される さらに 本論文の結論として、国際法の「断片化」を「統合」によって解
決する、としづ問題意識自体の問題性が指摘される。独立査察制度が関与する開発援助という
分野において、国際法の「断片化」という問題は「統合」によって解決されるべきであるとい
う前提自身が、国際開発金融機関の法制度の過度の拡張を招き、時にそのような制度の拡張を
正当化する危険性があることを指摘して、本論文は結ぼれている。
論文審査結果の要旨
本論文は、国際法の「断片化」と「統合」としづ現代国際法学における重要な検討課題に関
して、国際開発金融機関の独立査察制度を具体的な検討素材として理論的考察を行った研究で
ある。
国際法の「断片化」としづ問題に関しては、現代国際社会における人権、環境、貿易、経済
といった専門分野ごとの制度及び法規範の細分化、各分野の個別条約等に基づく紛争解決手続
や遵守確保制度の併存ないし乱立といった状況を踏まえ、特に国連国際法委員会のスタディ・
グループ。が 2006 年にこの問題に関する報告書を公表して以来、国際法学において幅広い学問
的関心を集め、さまざまな議論が展開されつつある極めて現代的で重要な国際法理論上の検討
課題である。本論文は、このような現代国際法秩序の根本に関わる重要な理論的課題を正面か
ら取り上げ、人権分野や環境分野の履行確保制度と対比しながら国際開発金融機関の独立査察
制度の特質と機能を詳細に検討し、国際法の「断片化」と「統合」としづ理論的な視座から実
証的考察を行った極めて水準の高い本格的研究であると解することができる。
従来の国際法学においては、国際開発金融機関の独立査察制度に関しては、国際組織による
条約の履行確保制度、あるいは紛争の平和的解決手続といった文脈の中で主として分析と検討
が行われてきた。これに対して本論文は、国際法の「断片化」を克服するための国際法の「統
合」としづ斬新な理論的文脈の中で、この制度を実証的に詳細に検討し、その分析と評価を行
ったものである。このような研究は、少なくとも我が国においてはこれまでに類例を見ない初
めての本格的な研究であり、世界的な国際法学の研究業績の中においても極めて大きな学問的
意義を有するものであると評価できょう。
本論文におけるさまざまな国家実行の分析や条約解釈、判例の検討等はいずれも非常に徽密
であり、筆者の高い専門的な研究能力を如実に示している。同時に、本論文の問題設定と分析
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視座、そして検討の過程から、筆者の国際法理論に関する極めて5郎、学問的関心とこれに関す
る深い洞察力を窺い知ることができる。本論文では、このような実証的検討と理論的探究がバ
ランスよく見事に調和され、それが大きな研究成果として結実していると評価することができ
る口
他方で、本論文にも残された課題が皆無であるわけではない。本論文の結論として、国際法
の「断片化」に関する諸問題を「統合」によって解決する、としづ方法論ないし問題意識自体
が含意する問題性が見事に描き出されているものの、それでは国際法の「断片化」としづ現代
国際法の大きな検討課題に対してどのような処方筆が具体的な選択肢として用意され得るの
かという問いに対する回答は、必ずしも明確には提示されていない。また、本論文において国
際開発金融機関の独立査察制度と比較検討されている対象分野は、主として人権と環境の分野
に限定されており、その他の分野との間での「断片イ七」問題の検討等も課題として残されてい
るものと考えられる。
しかし、以上のような課題の存在は、筆者自身によっても十分に自覚されており、本論文自
体が有する極めて高い学問的価値を損なうものでは決してない。また、本論文で遺憾なく示さ
れた筆者の特筆すべき研究能力を考慮すれば、近い将来において筆者が我が国を代表する研究
者の一人としてこれらの研究課題に挑戦し大きな学問的成果を収めるであろうことは、疑いの
余地のないところである。
以上により、本論文は、博士(法学)の学位を授与される水準に十分達しているものと認め
られる。
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